
令和７年４月28日 規制改革推進会議 第4回健康・医療・介護ＷＧ

北海道保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課

地域の実情に応じた介護サービス提供体制等の見直しについて



北海道の人口推計
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北海道の人口構造
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高齢化率の推移
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要介護（要支援）認定の現状

4



要介護（要支援）認定の推移
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指定サービス事業所の状況（居宅サービス）
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指定サービス事業所の状況（施設サービス）
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指定訪問介護事業所の状況
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訪問介護事業所がない市町村 ： １４

【道内１７９市町村】

令和７年１月末現在 訪問介護事業所数 ： １，７２８

訪問介護事業所が１つだけの市町村 ： ６５

近隣市町村に所在する訪問介護事業所においてサービスを提供



「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 中間とりまとめ概要

9（出典）厚生労働省ホームページ「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方に関する中間とりまとめ



基準該当サービス及び離島相当サービスの概要
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基準該当サービスの実施状況

２

１２

３

道内 １

１

３

３

11（出典）全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料を一部加工



離島相当サービスの実施状況

全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料 R7.3
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介護人材の賃金状況の状況
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介護サービスの提供体制の確保に向けた課題と解決に向けた方向性

生産年齢人口が減少し、働き手の確保が困難となる中、公益財団法人介護労働安定センターが実施し
た「令和５年度介護労働実態調査」によると、道内の事業所の約７割が「介護職員が不足している」
と回答。
介護人材の確保が重要かつ喫緊の課題。
（道内の介護職員の平均給与が、全国と比較して低い状況にあることや、広域分散・積雪寒冷といっ
た本道の地域特性上の課題も）

【最重要課題】 介護人材の確保

地域特性や事業所規模に応じた適切な介護報酬の設定が急務

【規制改革要望】 人員配置基準の柔軟な取扱い

○ ＩＣＴ機器導入などテクノロジーの活用による人員配置基準のさらなる緩和・柔軟化

○ 基準該当サービス・離島等相当サービスの活用に向けた制度の簡素化

○ 国基準省令を都道府県条例で定める際の、人員配置基準における「従うべき基準」の見直し
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基準該当サービスの見直しイメージ

人員基準

指定基準 常勤換算2.5人以上

基準該当サービス 員数として3人以上

地域事情に即した
更なる基準緩和

（案）
利用者数に応じた員数 等
（例：利用者●人に対し▲人）

イメージ

9:00 17:00
７h（８h-1h（昼休み））

・指定基準の場合、常勤換算で2.5人以上が必要

9:00 17:00
サービス提供を行っている時間（例：３h（11:00-14:00））

サービス提供時間

・基準該当サービスの場合、サービス提供時間に３人以上が必要
※指定基準に比べ緩和されるものの、利用者が１人でも３人以上必要となる

9:00 17:00
サービス提供を行っている時間（例：３h（11:00-14:00））

サービス提供時間

・人口減少地域等においては、利用者数に応じた員数へ緩和できないか
※利用者が少ない場合は、それに見合った基準へ見直し
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